
加古川市田園まちづくり制度 
(令和４年４月から制度を改正しました。) 

制度概要 
 加古川市の人口は平成 27 年から減少傾向に転じています。特に志方、平荘、上荘、八幡等の北部地域は、

より顕著に減少傾向が続いており、高齢化率も市街地より高くなっています。このように、人口減少や少

子高齢化の進行が著しい地域において、地域の活性化や既存コミュニティの維持、田園集落の環境保全な

どの地域課題の解決のため、住民主体でまちづくり計画を作成するなど、地域のまちづくりを推進する仕

組みとして、田園まちづくり制度を創設し、平成 19 年度より運用しています。 
併せて、地域の取組みを進める上で必要な建築物を、許可可能とする特別指定区域を指定できるように

なりました。このたび、より柔軟な運用を図るため制度の改正を行いました。

        
      

          

   

R4.4 

以下の者の住宅が建築ができる区域です。 
・北部４町に通算して 10 年以上居住する者と２

親等以内の親族 
・空き家を活用する市外からの転入者 
・地区内で起業、就農する者 
・子育て世帯  

地縁者等の住宅区域 

誰でも住宅が建築できる区域です。 
また、共同住宅や寄宿舎についても、建築でき
る場合があります。 

新規居住者の住宅区域 
以下の者が経営する小規模事業所等が建築できる
区域です。 
・集落に通算して 10 年以上居住する者とその直

系２親等以内の親族 
・地域経済基盤を活かした事業所を営む者 

地域調和型の事業所区域 
既存事業所の拡張区域 

北部４町の市街化調整区域に建築後 10 年以上た
っている事業所の敷地を拡張して建築できる区域
です。 
商業施設、広域住民を対象とする医療・福祉施設
などの利便施設が建築できる区域です。 利便施設区域 

建築が可能となる主なメニュー 

駅前周辺や地域コミュニティの中心地などにおい
て、周辺住民等の利便性向上を図り、地域の活性
化に資する施設を建築できる区域です。 

コミュニティ拠点区域 

集落に通算して 10 年以上居住する者の住宅が建
築できる区域です。 

地縁者の住宅区域 

誰でも住宅が建築できる区域です。 新規居住者の住宅区域 
集落に通算して 10 年以上居住する者が経営する
小規模事業所(商業施設を除く)が建築できる区
域です。  

地縁者の小規模事業所区域 
既存事業所の拡張区域 

北部４町の市街化調整区域に建築後 10 年以上た
っている事業所の敷地を拡張して建築できる区域
です。 
商業施設、広域住民を対象とする医療・福祉施設
などの利便施設が建築できる区域です。 利便施設区域 
駅前周辺において、周辺住民等の利便性向上を図
り、地域の活性化に資する施設を建築できる区域
です。 

鉄道駅前区域 
特別指定区域の指定を受けた区域で、建築物を建築しようとする方は、市へ許可申請書を提出する必要

があります。 
また、まちづくり協議会において、計画している建築物の高さや外壁の色彩など、地区まちづくり計画

に適合しているか確認しています。 

改正前 改正後(令和４年度改正) 



  田園まちづくり地区の位置図 

着色箇所は、田園まちづくり制度を策定している地

区です。 

特別指定区域の指定地区(令和４年 2 月) 
協議会型※１22 地区 
市提案型※２７区域 16 地区  
八幡地区…≪協議会型≫宗佐、国包、下村、
中西条、船町、厄神、野村、上西条 
平荘地区…≪協議会型≫神木、磐東、里 
≪市提案型≫小畑・一本松、磐西 
上荘地区…≪協議会型≫薬栗、小野、都染、
見土呂、井ノ口、日光口、≪市提案型≫ 白沢 
志方地区…≪協議会型≫高畑、横大路、西中、
畑、大沢≪市提案型≫志方中、原、成井、西山 

制度策定地区 
田園まちづくり計画策定後 

（だれでも住宅の建築が可能な区域） 

新規居住者の住宅区域に指定すると 

新規居住者の住宅区域では、更地であっても住宅およ

び兼用住宅の建築が可能です。 

線引き
 ※

日前からの住宅でも
解体すると再建築が難しい 

線引き
 ※

日前から建っている住宅は誰でも住宅として使

用できます。また、建替えもできますが、解体してしま

うと、その土地は限られた条件でしか建築できない土

地になってしまいます。 
（止むを得ない理由により許可できる基準あり。） 
※線引き日は、市街化区域と市街化調整区域に区域区分された

日です。 (昭和 46 年 3 月 16 日) 

田園まちづくり計画策定前 具体的な効果の例 

 

ご相談・お問い合わせは… 
加古川市 都市計画部 まちづくり指導課 
https://www.city.kakogawa.lg.jp/ 〒675-8501 加古川市加古川町北在家 2000 

Tel.079-421-2000(代表) 

※１協議会型とは 
町内会を母体とするまちづくり協議会を設立
し、地域の皆さんが主体となって計画を作成し
ます。地区の実情に応じて、計画の変更などが
可能になります。 

※２市提案型とは 
市が主導で計画を作成・提案します。指定可能
な特別指定区域は、住居系(のうち一部)のみで
す。 
現在、新たに市提案型での計画策定は行ってお
りません。 

 令和４年度から移住・定住助成金制度を創設し

ます。 
(対象区域：田園まちづくり地区 集落区域) 
①市外からの移住者 上限50万円 
②空き家を活用する移住者 上限100万円 

※詳しくは、下記連絡先・ホームページにてご確認ください。 

https://www.city.kakogawa.lg.jp/

